
参考資料
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計画の策定経過

策定経過
●平成18年 6 月 1 日　市民意見募集実施（6月30日まで）

●平成18年 6 月13日　第1回「なごや・タウンミーティング」開催

「なごやの魅力と活力」

●平成18年 6 月18日　第2回「なごや・タウンミーティング」開催

「なごやの環境と生活」

●平成18年12月18日　「第3次実施計画（案）」公表

●平成18年12月19日　パブリックコメント実施（平成19年1月26日まで）

●平成19年 1 月14日　第3回「なごや・タウンミーティング」開催

●平成19年 3 月28日　「第3次実施計画」策定・公表

なごや・タウンミーティング
第3次実施計画では、計画の策定にあたって市民の皆さまと意見交換を行う「な

ごや・タウンミーティング」を、平成18年6月と平成19年1月に計3回開催しま

した。

計画策定にあたっての意見募集
第3次実施計画の策定にあたって、はがきなどによるアイデア・意見募集を行い

ました。

①募集期間　　　：平成18年6月1日から6月30日まで

②意見・提案者数：230人

③意見・提案件数：532件

パブリックコメント
平成18年12月に公表した第3次実施計画（案）について、皆さまからご意見を

募集しました。

①募集期間　　：平成18年12月19日から平成19年1月26日まで

②意見提出者数：634人

③意見件数　　：970件

パブリックコメント…施策の立案にあたり、あらかじめ案を公表し、広く市民から意見を求め、これを
考慮して意思決定を行う手続き。



健康で生きがいが感
じられる生活への支
援

シルバー人材センターを通じて働く
高齢者の就業延べ人数

695,396人
（17年度）

880,000人

安心して介護が受け
られる仕組みづくり

利用している在宅介護サービスに関
する満足度

81.8％
（17年度）

90％

地域において安心し
て生活できるための
支援

自分が健康であると感じている高齢
者の割合

57％
（18年度）

60％
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柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

施策の体系と数値目標一覧

市
民
の
福
祉
と
健
康

高
齢
者
福
祉

児
童
福
祉

障
害
児
・
障
害
者
福
祉

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

健
康

子どもを生み育てや
すい環境づくり

育児で相談できる人が身近にいる親
の割合

90.8％
（18年度）

95％

「のびのび子育てサポート事業」に
よる子育て支援活動件数

16,238件
（17年度）

50,000件

地域で支えあう福祉
の促進

ボランティア登録者数（地域福祉活
動）

67,475人
(17年度)

80,000人

生涯にわたる心身両
面の健康づくり

自分が健康であると感じている市民
の割合

66.1％
（18年度）

70％

本市の自殺者数
479人
（17年）

400人未満
（22年）

地下鉄駅において車いすルートが確
保されている割合

81％
（17年度）

100％

すべての人にやさし
いまちづくりの推進

民間鉄道駅舎（利用者数が5,000人
以上／日）において車いすルートが
確保されている割合

73.5％
（18年度）

100％

就労の場の確保と社
会参加の促進

一般企業などへ就労する障害者の数
60人

（17年度）
200人

地域における自立し
た生活の実現

障害福祉計画に基づき平成18～22
年度の間に入所施設から地域生活へ
移行する数

― 310人

障害の重度化、重複
化および障害者、介
護者の高齢化への対
応

在宅重症心身障害児者の日中活動の
場の利用率

80％
（18年度）

85％

子どもが健やかに育
つ環境づくり

児童館の利用者の満足度
95％

（17年度）
98％

援助を必要とする子
どもと家庭の自立の
支援

児童養護施設入所児童の学力向上
（中学校卒業後の進学率）

82.4％
（17年度）

88％

2人部屋以下で処遇を受けている児
童数

31％
（17年度）

40％
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感染症対策および健
康危機管理の推進

新･1･2類感染症の二次感染者の数
0人

（17年度）
0人

柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

市民10万人当たりの結核の新規患者
数

34人
（17年度）

30人以下

適切で迅速な医療と
リハビリテーション
の充実

市立大学病院における地域医療機関
からの紹介患者数

13,600人
（17年度）

15,400人

市立病院に対してよい印象を持つ利
用者の割合

80％
（17年度）

90％

食品と居住環境の衛
生管理

ノロウイルス食中毒防止マニュアル
の普及啓発延べ実施回数

― 1,400回

小規模貯水槽水道の清掃実施率
70％

（17年度）
100％

斎場の整備 火葬炉の整備数
46炉

（18年度）
46炉

市民とともに築く地
域の安全

防災安心まちづくり強化推進学区の
累積実施率

56％
（17年度）

100％

災害から市民を守る
体制の整備

防火対象物定期点検結果の報告率
52％

（17年度）
60％

心肺停止傷病者に対する応急手当の
実施率

36％
（17年度）

40％

地震や火災に強いま
ちづくり

防災拠点施設等の耐震化率
74％

（17年度）
100％

応急給水管路の耐震化率
84％

（17年度）
100％

大雨に強いまちづく
り

河川の護岸整備率
87.4％

（17年度）
89％

下水道による都市浸水対策達成率
90.2％

（17年度）
100％

環境保全活動の促進 二酸化炭素の排出量
1,677万トン-CO2
（15年）

1,449万トン-CO2
（22年）

公害のない快適な生
活環境の確保

大気の環境目標値の達成率
（二酸化窒素）

10.3％
（17年度）

50％以上

緑豊かなまちづくり

水質の環境目標値の達成率
（BOD）

73.3％
（17年度）

100％

市民1人当たりの都市公園等の面積
9.2㎡

（17年度）
10㎡

緑のパートナー数 ― 15団体

市
民
の
福
祉
と
健
康

健
康

都
市
の
安
全
と
環
境

災
害
の
防
止

環
境
の
保
全
と
緑
化

うるおいのある水辺
環境の創出

堀川（小塩橋付近）のBOD
4.2mg/�
（17年度）

5.0mg/�



安全で適正なごみ処
理の推進
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循環型社会構築に向
けた3Rの推進

ごみと資源の総排出量
111万トン
（17年度）

108万トン

柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

都
市
の
安
全
と
環
境

廃
棄
物
の
減
量
と
処
理

市
民
の
教
育
と
文
化

学
校
教
育

生
涯
学
習
、
ス
ポ
ー
ツ
・

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

文
化

資源回収量
39万トン
（17年度）

46万トン

焼却灰を溶融処理する割合
15％

（17年度）
100％

ごみの埋立量
11万トン
（17年度）

2万トン

幼児教育

友達とふれあい楽しく幼稚園生活を
送っている園児の割合

70％
（17年度）

74％

幼稚園が子育て支援の場として有意
義であると感じている親の割合

70％
（17年度）

75％

小中学校教育

学校の授業がわかると思う小中学生
の割合

71％
（17年度）

74％

学校生活が楽しいと思う小中学生の
割合

82％
（17年度）

84％

高等学校教育
学校生活が充実していると思う高校
生の割合

67％
（17年度）

70％

特別支援教育
社会的自立をするために必要な力を
身につけている障害児の割合

63％
（17年度）

66％

市立大学
市立大学における大学院学生在籍者
のうち社会人受入数

144人
（17年度）

155人

生涯学習の推進
生涯学習の成果を社会に還元してい
る成人の割合

18％
（17年度）

23％

生涯スポーツの振興
週1回以上スポーツを実施している
成人の割合

43％
（17年度）

50％

健全な青少年の育成
近所の人にあいさつができる子ども
の割合

57％
（18年度）

65％

歴史・文化の保存継
承と情報発信

名古屋城本丸御殿復元に対する支援
件数

16,314件
（17年度）

100,000件

「新修名古屋市史」資料編の刊行巻
数

1巻
（17年度）

9巻

新たな文化創造・文
化活動への支援

名古屋フィルハーモニー交響楽団の
公演の回数

109件
（17年度）

115件

文化小劇場（ホール）の利用率
72％

（17年度）
75％
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コミュニティ活動の
支援

地域パトロール活動など市民活動の
参加者数

29万人
（17年度）

40万人

柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

市
民
の
教
育
と
文
化

市
街
地
の
整
備

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

市
民
活
動

男
女
平
等

参
画

国
際
都
市

市
街
地
整
備

町を美しくする運動の参加者数
175,220人
（17年度）

186,000人

市民活動の支援 市内に主たる住所のあるNPO法人数
457団体
（17年度）

700団体

魅力ある地域づくり
の推進

特色ある区づくり推進事業の進�率
74％

（17年度）
100％

男女平等参画の総合
的な推進

審議会等への女性委員の登用率
29.5％

（18年度）
40％

女性の人権の尊重
配偶者からの暴力の防止および被害
者の保護に関する法律の認知度

65％
（17年度）

75％

国際交流・国際協力
の推進

名古屋国際センター登録ボランティ
アの年間延べ活動回数

4,326回
（17年度）

5,000回

外国人市民が暮らし
やすいまちづくり

広報なごや外国語版ホームページア
クセス件数

77,709件
（17年度）

240,000件

地域行事に外国人が参加する事業数
10件

（17年度）
16件

合理的な土地利用の
促進・総合的で多様
なまちづくりの推進

地区計画の決定および建築協定の締
結地区数

80地区
（17年度）

90地区

都市機能が集積し活
気に満ちた都心域の
形成

都心域の主要な通りにおける休日の
歩行者数

11.8万人
（17年度）

14万人

名古屋駅周辺・伏見・栄地域内での
容積率の活用割合

500％
（14年度）

520％

安全で快適な既成市
街地の再生

既成市街地での土地区画整理事業な
どにより整備された都市計画道路・
公園の面積

20ha
（17年度）

26ha

計画的な新市街地の
形成

新市街地での組合土地区画整理事業
による整備面積

7,474ha
（17年度）

8,200ha

新市街地での組合土地区画整理事業
により整備された道路・公園の整備
面積

1,643ha
（17年度）

1,800ha

駅を中心にした新し
いまちづくりの推進

駅周辺における定住人口
130万人
（17年度）

1万人以上の増

魅力的な港・臨海域
の形成

港・臨海域の幹線道路の整備延長
3.8km

（17年度）
4.1km

個性的な都市景観の
形成

市民参加によって景観づくりをすす
めている地域数

9地域
（17年度）

11地域

電線類地中化道路延長
101km

（17年度）
117km
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良質な住宅の形成

住宅の面積が誘導居住面積水準を達
成する世帯の割合

52％
（15年度）

60％

柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

市
街
地
の
整
備

住
宅

交
通

港
湾

空
港

情
報
・
通
信

老朽化した市営住宅ストックの割合
5％

（17年度）
3％

いきいきとした交流
の促進

バリアフリー住宅に住む世帯の割合
4％

（15年度）
15％

バリアフリー化した市営住宅ストッ
クの割合

14％
（17年度）

17％

市民とともにすすめ
る住まい・まちづくり

住宅の改善に関する情報の不足で困
っている世帯の割合

8％
（15年度）

6％

安全で快適な住宅地
の整備

住宅市街地総合整備事業地区（5地
区）での道路・公園の整備面積

1.22ha
（17年度）

1.6ha

都市の活力と魅力を
生み出す総合交通体
系の形成

主要道路における自家用自動車利用
人員の推移

97
（16年度）

90

整備中路線における自動車の平均旅
行速度

20km/h
（17年度）

23km/h

地下鉄の営業キロ
89.1km
（17年度）

93.3km

人にやさしく安全で
快適な交通体系の形
成

コミュニティ道路の整備路線数
318路線
（17年度）

357路線

年間交通事故死者数
70人

（17年）
60人未満
（22年）

環境にやさしい交通
体系の形成

駅周辺の自転車等放置台数
33,969台
（17年度）

24,500台

広域交通ネットワー
クの強化

環状を形成する自動車専用道の整備
率

58％
（18年度）

63％

国際競争力の高い港
づくり

外貿コンテナ貨物の年間取扱個数
231万個
（17年）

250万個
（22年）

活力・親しみ・環境
と共生する港づくり

ガーデンふ頭および金城ふ頭の来港
者数

886万人
（17年度）

1,100万人

空港の利用促進
中部国際空港の年間航空旅客数

1,235万人
（17年度）

1,330万人
（21年度）

中部国際空港の年間航空貨物量
23万トン
（17年度）

50万トン
（21年度）

市民サービスの向上
と行政の効率化

電子申請システムの利用率 ― 50％

市税電子申告システムの利用率
0.1％

（18年1～3月）
50％
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安定した給水サービ
スの提供

残留塩素濃度0.2～0.5mg/�以下
（安全でおいしい水といえる値）とな
る地点の割合

89％
（17年度）

92％

柱 部門 施策 数値目標 現状値 22年度目標値

市
街
地
の
整
備

市
民
の
経
済

人
権
と
市
民

サ
ー
ビ
ス

情
報
・
通
信

水

産
業
振
興

観
光
・

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン

都
市
農
業

消
費
者
・
勤
労
者

豊かで活力ある地域
の情報化

ケーブルテレビ加入率
47.7％

（17年度）
55％

安全な情報環境づく
り

セキュリティ向上研修の修了所属数
の割合

21％
（17年度）

100％

多様なリーディング
産業群の育成

企業誘致件数
13社

（17年度）
95社

付加価値額
12,759億円
（16年）

13,407億円

独創的な中小企業の
育成

新事業支援センターを通じて創業・
新事業進出した中小企業数

920社
（17年度）

1,840社

研究開発の促進
なごやサイエンスパークテクノヒル
名古屋における企業誘致の進�率

20％
（17年度）

100％

活気と魅力にあふれ
た地域商業地づくり

商店街活動が地域のコミュニティづ
くりに役立つと評価する市民の割合

40.8%
（17年度）

70％

特色や魅力を生かし
た集客力の向上

市内観光地点における年間観光客数
3,514万人
（17年度）

3,500万人

観光・コンベンショ
ン都市としての交流
の促進

国際会議の年間開催件数
236件

（17年度）
236件

安定した農業基盤の
確保

市内産園芸作物の販売割合
55％

（17年度）
60％

農業用水路の改良・整備延長
65.1km
（17年度）

71.5km

ふれあい農業の推進
都市農業のサポーターとなる農業ボ
ランティアの数

177人
（17年度）

270人

消費生活の安定・向
上

消費生活センターの相談来所者の満
足度

92.5％
（17年度）

95％

生鮮食料品等の安定
供給

中央卸売市場の年間取扱数量
896,371トン
（17年度）

897,000トン

勤労者福祉の増進
市ホームページ「仕事」のアクセス
件数

18,112件
（17年度）

25,000件

人権
基本的人権が尊重されている社会だ
と思う市民の割合

57％
（16年度）

72％

市民サービス 市ホームページの総アクセス件数
2,637万件
（17年度）

6,000万件
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